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概 要  
論文テーマ選定の為、心理学・社会心理学のアプローチを取り入れつつ、自己分析を実施した。その
結果、「自分ができること（現在の自分）」と「自分がやりたいこと（なりたい自分）」を軸とした 34 個
のキーワードを抽出した。更に、第 4 次産業革命を含めたこの変革時代を乗り切る為、「変わらない価値」
とは何かを探求した。これから迎える時代は、歴史上起こった数々の変革よりも驚異的なスピードで変
化が起こると考えている。今は、革命のほんの序章でしかない。あらゆるモノやサービスは、デジタル
化され、データ化され、自動化され、嘗て人類が経験したことの無いほどのパラダイムシフトが起こる
だろう。世の中の価値観、あらゆる装置やフォーマット、制度が更新され、変化する。未来は誰も予測
できないが、あらゆる価値観が変革し、誰も止めることのできない変革が始まり、誰も創造し得ない社
会が到来し、本質的・根源的な価値観の大転換が起こることは間違いない。革命は常に必然的に発生す
る。その様な時代における「変わらない価値」とは何かを探求し、辿り着いたのは「体験(Experience)」
価値時代の到来だ。この「体験(Experience)」価値時代の到来を、筆者は「MomentExperience（瞬間体
験）」と名付け、この「MomentExperience（瞬間体験）」時代における社会人教育及び「学び直し」の必
然性と重要性について、研究した。 
このテーマに向けて、2030 年の未来を予測し、社会人の「学び直し」の現状と課題について検証した。
2030 年は、あらゆるモノやサービスが、IT に繋がり、自動化され、デジタル化される。AI により人間
のやるべき労働や家事は劇的に変化する。ライフコストは極限まで下がり、人間の時間や労働に対する
尊厳が回復する。世界人口は増加し、食糧危機は回避されるが、水資源の重要度（深刻度）は増加する。
あらゆるモノは、コモディティ化とブランド化の両極化が起こる。あらゆる移動コストは低減され、時
間概念の変化が起こる。労働時間は減少し、人間の余暇時間が増加し、ベーシックインカムが現実とな
る。世界の紛争は活発化し、戦争の自動化・ロボット化が起こり、サイバー攻撃による戦争が新たな戦
争の定義となる。都市化が起こり、都市による人口の偏在が発生し、それに伴う様々な問題が浮上する。
現在ある仕事の 5～8 割は存在しなくなる。あらゆる組織は有機的になり、個人の権限が見直され、価値
観の転換が起こる。まさに激動の変革時代だ。 
嘗て無いほどのスピードで変化し、個の時代が到来した時に、「学び直し」をした人としない人の格差
は広がり続けるだろう。企業だけの人脈に頼るだけでなく、個人の縦・横・斜めの人脈を形成し、好奇
心を持ち、学び続けることが重要で必然的な時代がくることは間違いない。自主的で主体的な学びにこ
そ、世界を変革する力がある。あらゆるモノやコトが自動化された対極には、「体験(Experience)」価値
時代が到来する。これが「MomentExperience（瞬間体験）」な世界であり、時代である。新たな変革時代
における「MomentExperience（瞬間体験）」により、人間が人間らしく生き、一度きりの人生を謳歌する。
体験価値時代における「学び直し」の重要性が高まることを、この研究により確信した。 
 2 
 
 
〈目次〉 
 
 
第1章 はじめに 
第1節 研究の背景 
第2節 研究の目的 
第3節 研究の方法 
 
 
第2章 2030 年の未来予測 
第1節 2030 年の未来予測概論 
第2節 人口 
第3節 環境 
第4節 社会 
第5節 技術 
第6節 メディア 
第7節 紛争 
 
 
第3章 社会人の環境変化 
第1節 2030 年の未来予測に基づく社会人の体験価値時代の到来 
第2節 社会人教育やリカレント教育の現状と課題 
第3節 日本政府の社会人教育やリカレント教育への取り組み 
 
 
第4章 体験価値時代到来に備えた社会人教育の必要性 
第1節 社会人の「学び直し」の必然性 
第2節 社会人の「学び直し」の重要性 
 
 
第5章 結び：MomentExperience（瞬間体験）な世界 
 
 
 
 
 
 
 
 3 
1. はじめに 
 
1-2. 研究の背景 
筆者は、今回早稲田大学の修士論文を書く機会を得たことにより、思索し、混迷し
た。何をテーマにし、何を研究するべきか悩んだ。この世界に向けて筆者が語るべき
ことは、何一つ無いように感じられた。そこで、まずは自己を振り返り、裸になるこ
とから始めた。裸になることは、時に恥ずかしく困難な作業となった。39 年間生きて
きて、自己を振り返ることは皆無だった。そこでまずは、心理学・社会心理学のアプ
ローチを取り入れつつ、自己分析を試みた。 
自分史を書き、エニアグラムを実施し、職務経歴をまとめ、家族の歴史を振り返り、
自己ＳＷＯＴ分析を実施した。更に心理学の父と言われているドン・クリフトン氏が
開発した「ストレングス・ファインダー」という強みの自己分析手法も実施した。[ト
ム・ラス,2017] 極力自己を客観視し、自己検閲せず、冷静に抽出することに徹した。
筆者は常に社会や他者に対して、認知的不協和を心のどこかに感じながら生きている。
作業を終えた段階で、改めて自分という存在が浮かび上がってきた。人生は儚く短い。
思ったよりも自分が成し遂げてきたことの小ささを改めて痛感した。しかし、落胆し
ている暇は無い。時間は限りなく有限であり、今この瞬間も死へと行進している。人
生は死ぬまでの暇つぶしとも言われている。簡単ではあるが、自己の振り返りの成果
をここに記したい。 
日本生まれ、埼玉県出身。子供の頃は、世界を数十ヶ国旅し、毎週登山三昧、キャ
ンプに行き、温泉に入り、自転車で軽井沢や北海道に旅行する自然と旅が大好きな少
年だった。中学では中長距離選手として県大会に出場、とにかく女の子にもてた。母
がピアノの教師をしており、グランドピアノの下で育ち、音楽は常に身近な存在だっ
た。その為、高校 2 年生からは、プロの音楽家としてキャリアをスタートさせ、様々
なレコード会社・音楽事務所・音楽家・プロデューサー・ディレクターと一緒に仕事
をしてきた。「さんまのスーパーからくりテレビ」「動物奇想天外」「はなまるマーケッ
ト」「CDTV-NEO」等のゴールデンタイムでの TV タイアップや KISSFM のラジオ DJ パー
ソナリティを担当し、「愛・地球博」でのライブアクトも務め、都内を中心にライブ活
動を精力的にこなした。西新宿に居住し、「東京旅行」と称し、都内の公園を自転車で
巡り、30 種類以上のバイトも経験した。法政大学法学部に入学したが、音楽活動がメ
インだった為、大学の記憶はほとんどない。大学に通学した記憶も無いのに、無事卒
業する事ができた。そして、いつの間にか結婚し、子供が 3 人産まれ、猫 3 匹を拾い、
田舎の 1,000 坪の土地に家を建てた。いつの頃からか、音楽家で生きていく夢を捨て
（この決断が正しかったのかは今も分からない）、20 代後半から派遣社員として通販化
粧品会社で働き始めた。正社員となり、ＳＶ、教育責任者、カンパニー長、営業統括、
営業総統括、マーケティング本部長、気づけばゼネラルマネージャーとして年収 1,000
万円を超えた。新規事業を 7 つ立上げ、大型システム開発を担当し、M&A を 2 回、オー
ナー企業から韓国企業へ買収され、ビジネスマンとして 24 時間働いた。新規マーケテ
ィングでは、3 年で 3,000 倍の顧客を獲得し、常に事業を成長させてきた。東日本大震
災時には、被災地に化粧品を届ける企画を立案実行し、現在も継続的に支援活動を実
施している。2012 年には、被災地 3 県で花火大会を企画し、東日本大震災プロジェク
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トマネージャーとして、ミュージシャン、女優、芸人、医者、マーサージ師、エステ
ティシャン、ラーメン屋、美容師、花火師、地元自治体、警備会社、消防団等を統括
指揮し、被災地の皆様に少しばかりの感動を届けることができた。 
そして、実父が亡くなった時、人生の儚さを実感し、父の母校でもある早稲田大学
で勉強したいと思い（もちろんそれだけが大学院入学の理由では無いが）、早稲田大学
経営管理研究科に入学し、MBA 取得を目指している。こんなに学び多き場所が世の中に
存在していることを筆者は知らなかった。そして誰も教えてくれなかった。この大学
院に通学できていることは、筆者にとってのパラダイムシフトとなった。深遠な知を
体感し、人生におけるメンターに出会い、かけがえの無い友ができた。感謝を超えて、
涙が溢れるほどだ。筆者の人生と視座は、かつて無いほど変化し、今後も変化し続け
るだろう。エニアグラムでの自己分析、家族や親戚も含めた周辺認知、自己 SWOT 分析
を併せて実施した。ストレングス・ファインダーでは、自己の上位 5 つの資質は、「戦
略性」「達成欲」「未来志向」「最上志向」「着想」が優れているという結果であった。
39 年の人生も 1,800 文字にしかならない。中身のある無しに関わらず、人生は一度き
りである。これが筆者の人生だ。 
自己分析を終えた筆者は次なるステップへと進む。「自分ができること（現在の自
分）」と「自分がやりたいこと（なりたい自分）」を吐き出し、34 枚のキーカードにま
とめた。「音楽」「化粧品」「本」「旅」「街」「マーケティング」「震災支援」「教育」「女
性」「猫」「酒」「言論」「中小企業」「通信販売」「コールセンター」「韓国」「サプリメ
ント」「スタートアップ」「教育（社会人）」「教育（子供）」「社会活動家」「音楽評論」
「セミナー講師」「通販化粧品」「他商材通信販売」「書評」「地方創生」「エンターテイ
メント飲食」「終末期支援」「スモールビジネス」「政治家」「金持ち」「中小企業支援」
「女性の活躍支援」である。そして、このキーワードの中から論文のテーマを絞って
いく事に決めた。筆者ができること・やりたいことは、案外ちっぽけにも感じるし、
大きい気もする。とにかく 39 年間を振り返り、自分自身を見つめることができたこと
を、更なる成長に繋げたい。そして、論文のテーマ選定に向けての方向性が導き出せ
た。 
更にこの修士論文を書くにあたり、筆者自身の姿勢や価値観を明らかにしてみたい。
理由は、筆者が書こうとしている修士論文は、少し風変わりになってしまうと思われ
るからだ。自己の振り返りを実施し、自己の強みや弱みを明確に理解することができ、
今後のキャリア志向やビジョンが見えてきた。それは、「経営者」になることだ。私が
考える「経営者」とは、一般的な経営者という概念とは少し違うかもしれない。私の
考える「経営者」とは、表現者であり、創造者であり、創作者であり、伝達者であり、
社会変革者であり、事業の大小に関わらず意思決定をし続ける人を経営者と定義して
いる。一度きりの人生を謳歌し、社会をより良く変革し、顧客に感動を提供し、周り
にいる全ての人々を幸せにする。そんな経営者になりたい。筆者の今後のキャリアビ
ジョンは、現在の会社で経営者になるか、新たに起業することになるか、現在はこの
二つの選択肢を持つに至った。 
この修士論文全体を覆う価値観についても、少しだけ書く。筆者の様々な意志の奥
底にあるのは、「人生一度きり」という価値観だ。今この瞬間を生きていく人間は、常
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に何かしらの意思決定をしている。空を眺める、歩く、風を感じる、珈琲を飲む、電
車に乗る、会議をする、指導する、戦略を立てる、酒を飲む、カレーライスを食べる、
といった全てのことを決めるのは、人間であり、自分自身である。この時代に生まれ、
生きていることは何兆万分の１の確率で起こっている事実だ。筆者は、その様な大局
観をもって、人生を捉えている。この様な概念を基盤にし、修士論文の各論選定、議
論、修正、提言をできたらと考えている。未来を正確に予測することは、誰にもでき
ないが、私にも子供がいるので、持続性のある地球・世界・社会になれるよう意識は
している。行動の一歩一歩が、人生となる。筆者の価値観を少しでも理解して頂き、
この修士論文を議論できたら、冥利に尽きる。 
 
1-2. 研究の目的 
第 1 節で自己を振り返った経緯と概要を説明した。第 2 節では、修士論文のテーマ
選定に至る経緯、研究の目的について明記する。「34 のキーワード」を抽出した後、筆
者は未来に思いを馳せた。現在私達は、幸運にも第 4 次産業革命を含めた時代の大転
換を体感することができている。そして、更なる変革が世の中を急速に変えていくだ
ろう。歴史上起こった数々の変革よりも驚異的なスピードで変化が起こると考えてい
る。今は、革命のほんの序章でしかない。あらゆるモノやサービスは、デジタル化さ
れ、データ化され、自動化され、嘗て人類が経験したことの無いほどのパラダイムシ
フトが起こるだろう。世の中の価値観、あらゆる装置やフォーマット、制度が更新さ
れ、変化する。未来は誰も予測できないが、あらゆる価値観が変革し、誰も止めるこ
とのできない変革が始まり、誰も創造し得ない社会が到来し、本質的・根源的な価値
観の大転換が起こることは間違いない。革命は常に必然的に発生する。そんな変革時
代において、私は「変わらない価値」とは何かを常に考え続けている。どんな時代が
来ても、どんな変革が起きても、「変わらない価値」はあるはずだ。そして、それは「な
んだろうか？！」と常に考え続けている。この「変わらない価値」の探求は、筆者の
フィールドワークである。「変わらない価値」とはなんだろうか。 
筆者の考える「変わらない価値」とは、現時点で２つあると確信している（フィー
ルドワークなので今後変わることもあるだろう）。1 つは、「人間(Human)」である。当
然人間の立つ「地球」、人間や地球を包んでいる「宇宙」も変わらないだろう（それす
らも不確実と言えば不確実だが、ここでは敢えて議論しない）。しかし、「地球」や「宇
宙」になってしまうと流石にテーマが広すぎてしまう。なので、1 つ目の「変わらない
価値」は、「人間(Human)」と定義した。人間が生きる価値は、変わらない。命の尊さ
も、変わらない（広義のホモサピエンスや動植物を中心とする世界を定義することも
可能だが、ここでは人間を中心とした社会と捉える）。家族が常に上位概念にあり、人
間が生きるということは変わらないだろう。人間は、一人では生きていけない。人間
の価値は、どんな時代になっても変わることはない。人間は常に自由で不自由だが、
その価値は偉大であり、尊大である。 
そして、もう 1 つは「体験(Experience）」である。技術革新が起き、社会が変革し
ていけばいくほど、「体験(Experience）」の価値が高まるという仮説を私は確信してい
る。便利な世の中になり、時間概念も変革し、不確実性の高い世界だからこその 5 感
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の重要性が顕在化し、メディアの在り方も変化する。そんな時代には「人間(Human)」
の「体験(Experience)」価値が絶対的に高まる。社会がデジタル化・自動化されてい
けばいくほど、原始的・アナログ的な「体験(Experience)」価値が重要となる。同じ
時間、同じ場所、同じ目的を持ち、5 感を共有できる「体験(Experience)」価値は、何
物にも代え難い。今後の変革時代においては、働き方も大きく変わっていく為、人生
の「体験(Experience)」価値の変革（価値の再認識）が起こる。この「体験(Experience)」
価値向上の時代における定義（言葉・キャッチコピー）を、筆者は「MomentExperience
（瞬間体験）」とした。つまりは、「MomentExperience（瞬間体験）」の体験価値が飛躍
的に重視される時代の到来だ。 
テーマは、「MomentExperience（瞬間体験）」に決まった。 
しかし、このテーマも余りに広義すぎて、思考が止まってしまった。人生の通底テ
ーマにはなり得るが、修士論文としては具体性に欠ける。あらゆるモノやサービス、
ビジネスモデルは、「MomentExperience（瞬間体験）」とも言えるからだ。そこで改め
て筆者の抽出した「34 のキーワード」を見つめ直した。不思議に自分が抽出したキー
ワードの多くは、「MomentExperience（瞬間体験）」に繋がっていると感じた。筆者は
「MomentExperience（瞬間体験）」という価値を重視し、人生の意思決定をしてきたと
も思えた。毎晩思索し「34 のキーワード」から 1 枚のカードを選択した。 
それは、「教育」だ。広義な意味での「教育」なら、「音楽」も「化粧品」も「旅」
も「マーケティング」も、どのカードにも繋がる上位概念のキーワードと定義できる。 
新たな変革時代において、個がより重要となる。それは、個性でもあるし、個人の
価値観やスキルの重要性が増すことでもある。そんな時代には、初等教育や高等教育
だけでなく、常に学び続けなければいけない時代となる。学ぶ対象は何でも良いのか
もしれない。とにかく人生 100 年時代には、一生学び続けなければならない。大学卒
業後、一生同じ会社で、年功序列を守る会社や社会は終わりを告げるだろう（現に終
焉に向かい始めている）。パラレルキャリア時代となり、他動力が求められ、副業が当
たり前の時代となる。そんな時代においては、一生学び続ける姿勢や価値観は必須と
考える。そんな学びを「教育」と定義し、そんな学びの場を「体験(Experience)」と
定義することは可能である。「MomentExperience（瞬間体験）」としての「教育」とい
うテーマは、研究する価値があると確信した。 
「教育」と言っても様々な「教育」がある。義務教育、幼児教育、資格検定試験教
育、学習塾や予備校、英語等の語学教育、大学機関や企業向け教育と様々な対象、内
容と多岐に渡る。そこで、筆者は社会人を対象とした「学び直し」の「体験(Experience)」
価値向上をテーマに絞ることにした。書き進める内に広義の意味での「教育」を論じ
ることもあるだろうし、社会人の「学び直し」の定義も広義に論じることがあるだろ
う。どちらにしても来たるべき未来において、学び続けることの必然性や重要性は増
加する。学び続けない人材は、AI にとって代わられ、仕事の選択幅が狭まっていくだ
ろう。より豊かな人生を送るには、楽しく活き活きと学び続けることが必須だ。人間
が学び続ける社会は、成熟した美しい世界となるだろう。  
「MomentExperience（瞬間体験）」としての「体験価値時代到来に備えた社会人教育
の必要性について～MomentExperience（瞬間体験）を通じた「学び直し」について～」
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をテーマに据える。この修士論文は、筆者にとっての知の旅であり、人生の旅である
といえる。 
 
1-3. 研究の方法 
研究の方法は、体験価値時代の社会人の「学び直し」の必然性と重要性を結論付け
る為、まずは未来予測をしていく。どの様な社会が出現し、どの様な変革が起こるの
か、不確実性の高い未来だが、世界の賢者や研究者、著書や論文を探索しながら予測
する。様々な切り口で世界や日本を検証していきたい。本当に筆者が前節で詳述した
世界が現出するのかを検証する。 
そこで、予測する未来の年を定義する。1,000 年後の未来を予測しても筆者は生きて
いない。余りに遠い未来は予測精度も低下する。筆者は、2030 年の未来を予測するこ
とにした。 
2030 年を選択した理由は、第 4 次産業革命後の型が大枠見えてくる時代であり、様々
な社会変革が表出する時代としての論述が多数あることに起因する。そんな 2030 年の
未来予測を踏まえて、社会人の「学び直し」の現状を分析し、検証する。その際には、
労働環境の変化や価値観の変化、社会制度の変化も併せて検証する。 
そして、社会人の教育現況、労働環境や余暇時間、社会人教育事例を踏まえ、私な
りの「MomentExperience（瞬間体験）」としての社会人の「学び直し」についての提言
をまとめていく。尚、社会人の「学び直し」にフォーカスするので、幼児教育・義務
教育・高等教育・大学・大学院教育については、本論文では詳述しない。当然 2030 年
の未来予測をする過程において、深く関連性があると認識しているが、テーマが広が
りすぎるので、この論文では詳述しないことを予め明記しておく。 
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2. 2030 年の未来予測 
 
2-1. 2030 年の未来予測概論 
「未来はすでに始まっている」[ロベルト・ユンク,1954]「未来は偶然ではない。未
来は或る程度まで現在を生きる時の勇気と、事に当たっての正しい選択とによって決
定される」[福永武彦,1972]「現在から、未来は生まれ落ちる」[ヴォルテール,2011]
「未来についてわかっている唯一のことは、今とは違うことだ」[P・F・ドラッカー, 
2003] 
未来を確実に予測することなんてできない。しかし、現在の延長である未来をほん
の少し予測することはできる。過去は事実であり、歴史であり、変えることはできな
い。未来は現在の延長にあり、様々な知とほんの少しの勇気を持って予測することは
できる。筆者の考える未来を少しだけ論じる。 
 あらゆるモノやサービスは、IT に繋がり、自動化され、デジタル化される。AI によ
り人間のやるべき労働や家事は劇的に変化する。ライフコストは極限まで下がり、人
間の時間や労働に対する尊厳は回復する。医療技術や iPS 細胞の発達により平均寿命
が長くなり、生涯活動時間は長くなるだろう。世界人口は増加し、食糧危機は回避さ
れるが、水資源の重要度（深刻度）は増加する。 
あらゆるモノは、コモディティ化とブランド化の両極化が起こる。既存メディアは
崩壊し、メディアは個人主導となり、個人の受発信化が当たり前となる。あらゆる移
動コストは低減され、時間概念の変化が起こる。人間の余暇時間が増加し、ベーシッ
クインカムが現実となる。世界の紛争は活発化し、戦争の自動化・ロボット化が起こ
り、サイバー攻撃による戦争が新たな戦争の定義となる。都市化が起こり、都市によ
る人口の偏在が発生し、それに伴う様々な問題が浮上する。 
現在ある仕事の 5 割～8 割は存在しなくなる。あらゆる組織は有機的になり、個人の
権限が見直され、価値観の転換が起こる。まさに激動の時代が来るだろう。嘗て無い
ほどのスピードで変化し、個（フリーランス）の時代が到来する。既存の価値観や仕
事観だけでは、対応できなくなるだろう。第 3 章以降に論ずる「学び直し」の必然性
を次節以降の様々な変化を捉えて、予測していく。 
 
2-2. 人口 
2030 年の人口は、毎年 8300 万の人口が増加し、世界人口は 86 億人になると言われ
ている。現在は 76 億人だ。新たな人口予測に基づくと、中国 14 億人、インド 13 億人
の順位が 2024 年までに逆転し、インドの人口が中国を上回る。[国際連合,2017] 更に
世界人口は高齢化を示している。世界人口の平均年齢は 29 歳から 32 歳になる。世界
人口に高齢者が占める割合は、12％から 18％になる。ナイジェリアの人口の半分は 15
歳以下だが、日本の人口の半分は 52 歳以上となる。[ジャック・アタリ,2017] 
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図 1 世界人口の推移 【国連人口推 1950~2050,2011】 
 
今後の課題は、高齢化や労働人口減少、移民の発生とそれに伴う様々な国家間の対
応や課題、労働力の流動性、都市化の発生、国家の福祉保障財源不足、貧困・飢餓の
発生、教育や保険の不足、ジェンダー問題等が顕著となる。アメリカも高齢化社会と
なり、中国の人口伸長は鈍化し、急速に高齢化社会となる。インドも 2030 年をピーク
に人口増加の伸長が鈍化することが予測されている。[米国国家情報会議,2013] 
2030 年にむけて、世界人口の平均年齢が上昇すると、当然の摂理として、労働人口
が多い国は発展し、高齢化の進んだ国は経済の競争優位が低下する。高齢化の進んだ
政府は、増税や歳出削減を余儀なくされ、年金や健康保険制度の改革を実行する事が
喫緊の課題となる。かなり悲観的な見方をすると様々な制度自体を維持することが難
しくなる国もあるだろう。成長という視点よりも現状維持の制度が増加する傾向にな
るのは必須だ。この様な国は、必然的に移民政策の意思決定をせざるをえない状況と
なる。しかし、国境をまたぐ移民政策は、現状を見ても、課題が山積している。「移民
ファイル」によると、2000 年から 2013 年までに、ヨーロッパにたどり着こうとして 2
万 3258 人が、死亡あるいは行方不明になったという。[ジャック・アタリ,2017] 
死だけではなく、国家間の愛憎も増加し、愛国主義が蔓延し新たな紛争の火種にも
なりかねない。更にフォーカスすると特殊な高度技術やスキル保持者は、様々な国か
ら引く手あまたの状態になる。一方で単純な労働力としての人材は、成長できずに格
差の拡大がより鮮明となる。OECD の調査による移民を受け入れても現行の労働力を維
持できないのは、OECD 加盟国のなかでは日本を含む 6 カ国だけとなる。それ以外の国
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は、移民政策の実行有無及び成功可否により 2030 年段階では、問題回避できる可能性
がある。[米国国家情報会議,2013] 
先進国における高齢化や生産年齢人口が減少することにより、労働のあり方も変化
するだろう。「ワシントンポスト」およびアメリカの問題を分析するシンクタンク「New 
America」で勤務するブリジッド・シュルテ氏は、未来は余暇時間が増加し、余暇時間
をうまく使いこなせる人が、生産性を向上でき、優秀な人材となる、と提言している。
[ブリジッド・シュルテ,2015] 
日本の人口動態は、かなり深刻な状況になる。高齢化が加速し、生産年齢人口は大
幅に減少する。 
 
 
図 2 人口動態推移 [総務省,2015] 
 
日本は周知の通り、超高齢化と出生率低下に伴い、かなり厳しい局面を迎えること
は必須だ。少子高齢化やそれに伴う人口減少は、日本経済の供給面と需要面の双方に
マイナスの影響を与え、日本の中長期的な経済成長を阻害する可能性がある。このよ
うな状況の中で生産性の向上は必須の課題となる。[総務省,情報通信白書,2016] 
現在、人が住んでいる面積のうちの、約 2 割は無居住化すると言われている。1 キロ
平方メートル以内に人が住まない場所が、増えることも予測されている。[大西
隆,2014] 
人口の増減は、現象として未来を予測するには比較的確実性の高い情報だ。世界そ
して日本の人口動態を把握することは重要な未来の指標となる。日本においては、人
口減少と急速な超高齢化という避けられない危機的な（ある意味において）社会環境
になる事は必須だ。様々な社会制度やインフラが現状維持できなくなる可能性が高い。 
その様な人口動態における働き方や生き方、様々な価値観は、急激に変化していく
だろう。新たな人口問題に対処していくには、生産性の向上と個人スキルやキャリア
の向上が不可避となり、価値観の大きな転換が求められていくのは必須となる。 
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2-3. 環境 
人口に続いて環境を取り上げたい。人が生きていく上での環境は、重要だ。人は大
地に立ち、歩き、走り、海に出ても陸に戻り、家を建て、家族や仲間と過ごす。そし
て、空気を吸い、食事し、水を飲み、酒を飲むだろう。ここでいう環境とは、大きく
環境状況（環境問題や気候変動）、食糧、水資源、エネルギーについて予測を試みる。 
この分野は、かなり不確実性の高いイシューだ。地球温暖化による海水温の上昇で、
世界のサンゴのおよそ 60％に白化現象が起き、インドネシアの 2000 もの島が水没し、
様々な環境変化が発生する可能性がある。[国連環境計画（UNEP）最新報告,2006] [ウ
ィトゥラル環境担当国務省,2007] 
環境問題については、諸説あり過ぎて予測が本当に難しいと感じる。地球温暖化に
対して、トランプ大統領は懐疑的だ。一方で確実に地球の気温は上昇し、氷河は溶け
始めており、水面は上昇しているという事実がある。火力や石炭に変わるエネルギー
であるバイオ燃料も開発が進んでおり、更なる技術開発により、ある程度は地球温暖
化を避けることができるとも考えられている。 
しかし、事実として世界の平均気温は、1880年から 2012年にかけて 0.8度上昇した。
海水温は 10 年ごとに 0.11 度上昇している。これにより雪氷圏の融解速度が加速して
いる。氷床の融解により、海面も上昇している。総括すると 2008 年から 2014 年まで
の間に、気候変動が直接的な原因の災害により、1 億 5780 万人が移動を余儀なくされ
た。[ジャック・アタリ,2017]  
 
 
図 3 海面水温の平年差推移 [気象庁,2013] 
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食糧需要は、2030 年までに 35％拡大する見込みだ。[農林水産省大臣官房食糧安全
保障課, 2012] しかし、地球温暖化がある程度軽減できれば、食料不足は解消される
と予想されている。人工的な代替食品が開発される見込みもあり、輸出入の効率化や
新技術による生産効率の向上などを通じてある程度対処可能との見方が濃厚だ。（現に
シリコンバレーに本社を置くインポッシブル・フーズが開発した植物性食品だけを使
った「人工肉」が開発されている）とは言っても食糧インフレが深刻な課題になる可
能性は十分にある。 
しかし、それよりも深刻になりそうなのは、水資源だ。2030 年までに世界で年間 6
兆 9000 億立方メートルの水が必要となる。現在の 40％以上の水準だ。世界人口の約半
数が水不足の懸念のある地域に居住する状態になると予測されている。[OECD,2008] 
日本の水資源を求めて、海外投資家が日本の水源の土地を購入していることが話題に
なったこともある程、水資源の重要性は増加することが考えられる。 
 
図 4 The 2030 Water Resources 持続的水供給量 [Group,2009] 
 
エネルギー需要は、今後 50％増加する可能性があると言われているが、新たなエネ
ルギー生産が増加し、エネルギー不足の解消に貢献する見通しが濃厚だ。新しいエネ
ルギーとは、シェールガスやシェールオイル、バイオエタノール、ユーグレナ等の新
たなエネルギーが開発され、火力や石炭に変わる再生可能エネルギーも普及し、開発
される見込みがある。 
日本でも様々な環境問題が身近になるだろう。農業就業人口は 2015 年時点で 209 万
人だが、わずか 5 年で 50 万人が減少している。高齢化による農業就業人口の減少が加
速度的に発生している。それに伴い耕作放棄地が増加し、現在では 42 万 3000 ヘクタ
ールと言われている。[農林水産省,2015] [農林水産省,荒廃農地の現状と対策につい
て,2016] 
最近の気象は極端化し、場合によっては凶暴化していると言われている。温暖化は
長い時間をかけて進行していく。環境省環境研究 S-8 プロジェクトでは、1km 四方の分
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解能で、日本全体の影響の分布を予測する研究を進めている。[三村信男, 2014] こう
いった様々な環境問題に対して、何かしらの対応をしていくには、新たな知見や価値
観の共有と拡散が求めらる時代がくるだろう。政府だけでは全ての解決は困難な時代
となり、企業・社会起業家・個人の意識や対策が不可欠となるだろう。環境に対する
新たな技術開発も活発化していかなくては、地球全体が持続性を保てなくなってしま
う可能性があるだろう。 
 
2-4. 社会 
 社会というと幅が広過ぎる。私が注目しているのは、「個の時代」、つまりは個人の
持つパワーが増大する社会が到来すると考えている。個人の力が拡大すると既得権益
が低下し、世界的には中間所得層の増加が予測される。様々な技術革新や新サービス
の開発が起こり、貧困層が減少していく。今まで力を持っていた政府や制度、会社や
組織の機能低下が起こる可能性が高くなる。社会が個人を支える制度の破綻に備えな
くてはいけない。究極的には、従来型の政府や会社の機能や役割が変化する事が必須
と予測される。ダニエル・ピンク氏が予想した「フリーエージェント社会」の到来が
いよいよ現実となる。私達の仕事と生活に関する基本的な常識を塗り替えようとして
いる。既存のシステムが崩壊し、変わりに新しいシステムが生まれる世界が出現する
のは確実だろう。[ダニエル・ピンク,2002]現に日本でも終身雇用制度は終焉し、新た
な会社や社会との関係が常識になりつつある。 
シェアリング・エコノミーも個人時代の到来の象徴的存在となる。カーシェア、民
泊シェア、駐車場のシェア、店舗スペースのシェア、会議室のシェア、衣料品のシェ
ア、人材のシェア、カネのシェア、時間のシェアなど多様なシェアリング・エコノミ
ーサービスが続々と登場している。[矢野経済研究所,2017] 所有という概念が変化し、
より身軽に個人の移動や生産性が向上していく。シェアリング・エコノミーが広がる
ことにより、CtoC サービスの需要は増大していくことは容易に予想できる。しかも、
そのスピードは、会社や社会を加速度的且つ破壊的な広がりを持って進化していくこ
とだろう。 
更に世界的な中間所得層の増加は、教育や医療が行き届き、豊かな社会になるが、
一方で資源の枯渇や政府への不満、国家間の紛争に繋がる可能性を孕んでもいる。現
状でも、民主主義や資本主義、グローバリズムが瓦解していく萌芽がある。既に○○
主義という議論自体が意味をなさない世界となりつつある。米国の覇権国家としての
役割や存在感も薄れていき、全世界が良くも悪くも均衡化していく。その様な社会で
は、新たなモデルが必要となることだけは間違いない。 
既にフィンランドでは、ベーシックインカムが実験的に導入されている。毎月 7 万
5000 円を支給する実験がスタートしている。社会保障制度の見直しと柔軟な労働市場
の変化に対応し、フリーランスな仕事に従事する雇用者へも配慮する世界的にみても
初の先進的な取り組みだ。人工知能やロボットの技術進展により、このベーシックイ
ンカムは必要不可欠な制度となりえると筆者は考えている。ベーシックインカムの優
位性は、「普遍主義的社会保障」として位置づけられる。生活保護が「選別主義的社会
保障」であるのとは対照的だ。[井上智洋,2016] ベーシックインカムでは、貧困の理
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由が問われることもない。農民、高齢者、シングルマザー、求職者、障害者（チャレ
ンジド）等の選別的ではない保障が貧困を減らすことへも寄与することは明確だ。[ミ
ルトン・フリードマン,2008] 
世界が均衡化していく中で重要なのは、民度であり、教育だろう。中東やアフリカ
では、中間所得の増加により、教育の平均的な水準が上がると言われている。更には、
女性の社会進出が進み、生産性の向上に寄与するすると考えられている。男女格差は、
2030 年時点でも存在していると考えられるが、現状よりは改善していくことは間違い
ない。この様な社会は、まだ見たことも、体験したことも無い社会となる。従来型の
家族モデルも変化するだろう。離婚経験者同士の再婚家庭、外国人のとの家庭、一人
親の家庭、同性愛者の家庭、民事連帯契約、同姓、養子縁組など、様々な家庭形態が
登場している。[ジャック・アタリ,2017] 
現在ある社会保障制度では、到底全ての家庭へ配慮、対応することは不可能だろう。
人生 100 年時代においては、家族のあり方も変化する。家族のメンバーが担う役割も
大きく様変わりするだろう。マルチステージの人生を生きるために各世代のメンバー
が柔軟な働き方や生き方が求めらる。悲観的な面だけではなく、高齢化社会において、
4 世代が一緒に住み、「生産の補完性」を生み出す利点もある。家庭を築く価値観が変
化し、別々に生活するよりも一緒に住んだ方が、より人生の生産性を高められる可能
性も十分に考えられうる。[リンダ・グラットン/アンドリュー・スコット,2016 ] 
次に社会と密接に関係してるのが経済だ。この論文の主眼は、経済的な視点が本流
では無いが（経済的な視点で論説すると更に遥かに膨大な調査が必要となる）、少しだ
け未来を予測してみよう。 
2030 年に台頭する国は、間違いなく中国とインドを中心とした新興国だ。米国のプ
レゼンスが低下することは、経済的には間違いないと言われている。日本は残念なが
ら、経済的成長を実現させる潜在力は、皆無だろう。（現実とはいえ悲しい事実だ）[米
国国家情報会議,2013] 
2025 年までの世界の経済成長の約 3 分の１は中国だ。2030 年には、インドが重要な
国となる。中国が 2029 年に米国の GDP を追い越すと言われている為、世界の構図は中
国、米国、インドの順番となる。インドは、日本やドイツを越える。どの様な世界に
なったとしても、日本の経済的なプレゼンスは確実に低下することは間違いないだろ
う。超高齢化社会を世界で一番早く迎える日本は、どこの国よりも早く様々な社会変
革を実行していくことになる。この機会をチャンスと捉えるかどうかは、私達次第で
あることは間違いないだろう。そして、その改革を実行していくには、政府、企業、
個人が新たな戦略や価値観を推し進めていく以外に方法はない。特に日本においては、
新たな知を醸成し、イノベーションを絶えず起こし、新たな時代に向けた準備を早め
なければならない。 
 
2-5. 技術 
 この分野の予測をすると、当然だが本項だけで論文が 100 本は書けるだろう。ここ
では、私が重要と考える技術革新を中心に予測してみる。トレンドとなる仕分けは、
様々な議論がされている。例えば、「GNR 革命」と言われている G は遺伝子工学
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（Genetics）、N はナノテクノロジー（Nanotechnology）、R はロボット工学（Robotics）
と言われている考え方だ。遺伝子工学は、21 世紀になって飛躍的に基礎研究の発展が
起こっており、今後は医療も含めた様々な技術革新の核となるだろう。ナノテクノロ
ジーの研究開発は、20 世紀に流行したが、発展的な推移は成し遂げられていない。ロ
ボット工学は言うに及ばず飛躍的な技術革新の核となっている。[米国国家情報会
議,2013] 
その他には、AI、IOT、ビッグデータ、SNS、スマートシティ、VR、AR、クラウド、
生態認証、自動運転技術、自動家電、自動調理器、対面ロボット、シェアリングエコ
ノミー、３D プリンター、新素材技術、流通のラストワンマイル、農業技術、遺伝子組
み換え、ヘルスケア技術、代替食糧開発、水再生技術、再生医療と上げればきりが無
いほどの分野で飛躍的な技術革新が起こっている。どれも基礎研究は完了しており、
いかに実用化し、マーケティングしていくかの時代が到来するだろう。世界的な推察
としても 2030 年に第 4 次産業革命が実現すると言われている。日本の経済産業省も
2030 年を目安としている。 
2030 年は、上記の様な様々な技術が生活の中に導入される目安の年となるだろう。
現在とは全く違う世界が瞬く間に広がっていく。AI 研究の第一人者である東京大学准
教授の松尾豊氏は、うまくいけば人工知能はディープラーニングにより、急速に進展
し、大きな飛躍の可能性があると推論している。[松尾豊,2015] 
そして、世界は根本的な構造変化のただ中にある。古い条件付けにあてはまらない
見逃しかねないものを、目利きし適応する能力をしっかり身につけなければならない。
[伊藤穣一,2017] 今までの産業革命では、失われた労働は、新しく生まれた労働に変
換することができた。つまり「労働移動」が可能だった。しかし、人工知能やロボッ
トの技術革新は、このスピードが加速度的に速過ぎる為、この「労働移動」が間に合
わない可能性がある。食を失った労働者は、代替の職業に就くことが困難となるだろ
う。しかし、AI は一方で生産性の向上をもたらし、人間の労働の大半を代替し、経済
構造を根本から変革する可能性もある。20 年前に携帯電話が普及し、10 年でスマホが
普及し、あらゆるサービス、主たる社会のコンテンツやライフスタイルの全てが変化
した。今まで以上の変化が生活を効率化し、豊かにし、利便性が向上し、あらゆるコ
ストが低下もしくは変化する。 
更に貿易のグローバル化により、生活必需品は生産コストの最も安いところで製造
されるようになり、最終消費者は生活必需品を安く購入できるようになった。衣服の
価格は、イギリスでは 6 分の１の価格となり、ノートパソコンや周辺機器は 1997 年よ
り 90％も下落し、インターネット接続料金は 25％下がり、携帯電話の通話料は 50％も
安くなった。 [ジャック・アタリ,2017] 今後発生し得る第 4 次産業革命の大きな受益
者は、イノベーターや投資家、株主となる。これによる、労働に依存する人々と資本
を所有する人々との間に、貧富の差が拡大していくだろう。[クラウス・シュワブ,2016] 
上記の様な技術開発が起こると、現在の労働のおよそ 5 割が消滅する（8 割とも言わ
れている）。破壊的な社会変革を、新たな技術が引き起こす。技術的失業が発生し、新
たな雇用を生みはするが、その労働内容は激変する。より専門性を要するスキル、イ
マジネーションスキル、クリエイティブスキル、マネージメントスキル等が重要視さ
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れる。人のするべきことだけを、人が実行し、意思決定する時代が訪れる。このよう
な技術革新が起こる時代において、学び続けない個人や企業は、生き延びることがで
きない。人生 100 年時代であり、社会保障も安定でない時代において、死ぬまで学び
続けなければならない環境となるのは明白だろう。学びの差による格差は、未だ嘗て
無いほどの差となるだろう。 
 
2-6. メディア 
 筆者は個人的にメディアへの関わりが多いので、メディアについても予測してみる。
メディア媒体の変化により、消費行動や消費サービスの変化が起こっていることは体
感している通り事実であろう。多くは技術革新によるところが大きいので、第 2 章第 5
節「技術」と密接に関わっているが、本節ではもう一段低い階層としてのメディアを
捉えて予測を試みる。 
 新聞媒体は、顕著な媒体だろう。2016 年に開催された第 68 回ニュースメディア大会
北米で発表された内容によると、北米で 10％減少、欧州で 23％減少、オーストラリア
とオセアニア地域で 22％減少となった。日本でも 1 年間で 97 万部が減少しており、既
存オフラインメディアの衰退を止める事はできないだろう。[社団法人日本新聞協会, 
2016] 同じくオフラインメディアのテレビ業界も浮いた話は聞かない。フジテレビは、
テレビ事業単体では初の赤字を計上した。新興オンラインメディアに押され気味で、
テレビ業界も大きなパラダイムシフトを余儀なくされている。そもそも 2030 年には、
ウェアラブル等の技術革新により、テレビという物体そのものも消失している可能性
もある。仮想空間や脳に映像を流す技術も開発されている為、テレビ電波という概念
自体が消失してしまうことも考えられる。 
 オンラインメディアの形態は、従来型のメディアの属性とは大きく異なっている。
それは、SNS を代表とする個人のメディア化だ。個人の生活がそのままメディア化され
る時代だ。企業が発信する情報と個人が発信する情報は、現在でもほぼ等価になりつ
つある。更には、既存メディアから発信される情報よりも、体験を通じた第 1 次情報
の重要性も増加する。「モノ」消費から「コト」消費に価値観が移行されている現代に
おいては、既存メディアの存在そのものを揺るがしかねない時代が到来するだろう。
恐らく産まれてから死ぬまでの情報が全てデータ化され、個人メディアから発信され
続けることも十分に考えられる。テレビ、新聞、雑誌等から発信していた既存メディ
アのオンライン化はより進化するだろうが、それ以上のスピードで個人の SNS による
情報価値が高まり、更に 1 次情報の重要性が見直される時代が到来するだろう。 
2030 年には、新たなデバイスも開発され、より個人の発信や情報力が重要となる。
その様な時代において、個人の発信力が信用に変換され、個人の情報が信用と同義に
なる可能性も起こり得る（現にその様なサービスや現象が生まれている）。個人のスキ
ルや情報力が、仕事でもプライベートでも重要な時代が確実に到来するだろう。その
様な時代において、個人の発信する情報の量と質が重要となり、その情報の発信力が
仕事や個人の能力に直結する可能性もあるだろう。 
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2-7. 紛争 
技術革新とメディアの変化により、紛争のあり方も大きく変化している。私達は嘗
て無いほど紛争の実態を早く知る事ができる時代に生きている。インターネットの普
及により、暴力的なまでに紛争の実態を動画や写真で共有することができる時代とな
った。SNS による紛争マーケティングも実現化し、インターネットを使った情報作戦も
国家間での重要なファクターとなっている。サイバーセキュリティが、国家の存亡を
左右する時代がくるとは、数十年前には考えにくいことだった。インターネット自体
も戦争の為に開発されたのは皮肉とも言える。 
そんな時代においてグーグル会長のエリック・シュミット氏は、現代はむしろ、嘗
てないほどの平和な時代である、と述べている。人間社会に生じる暴力の量は、ここ
数百年で大きく減少している。強力な国家の出現、商業の発達、国際ネットワークの
拡大などの要因が作用した結果である。[エリック・シュミット/ジャレット・コーエ
ン,2014] インターネットの普及により、紛争が削減されたのかは検証が困難だが、IS
の様な組織が拡大した背景には、インターネットの活用が取り沙汰されているのもま
た事実だ。 
今後の戦争は、自動化が進むことは間違いない。ロボット工学や AI の普及により、
無人での戦争が繰り広げられ、サイバー空間上での戦争も激化する。情報通信技術が
戦争に及ぼす影響は、今に始まった訳ではないが、今後の戦争においてはこの様な技
術全般を牛耳るものが戦争を制するのではないだろうか。前段節で述べてきた資源の
奪い合いや技術の奪い合いなどが今後の未来の紛争の新たな火種になることも間違い
ないだろう。 
 その様な時代において、個人の民度や価値観の醸成、世の中の変化を感知する力が、
今まで以上に必要な時代がくるだろう。国家としても、サイバーセキュリティの人材
育成は必要不可欠となる。変化し続ける世界環境に順応できる能力や技術が、個人だ
けでなく集団、そして国家としても必須となるだろう。この流れは誰も止める事がで
きない。その様な時代においては、個人の冷静で深遠な価値観が不可欠な時代となる
だろう。 
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3. 社会人の環境変化 
 
3-1. 2030 年の未来予測に基づく社会人の体験価値時代の到来 
 第 2 章では 2030 年の様々な変化について予測してみた。未来予測をしてみて、改め
て変化のスピードや振れ幅の大きさに、驚愕とチャンスの両方を実感している。誰も
が少なからず認識している通り、今まで体験したことのない劇的な変革が起こる時代
が訪れるだろう。様々な市場環境や社会環境が変化することで、社会人の働き方やキ
ャリアへの考え方も抜本的に変革する必然性があり、必要がある。大学卒業後、一つ
のキャリアのみでステップアップしていく時代は終焉を迎える。マルチキャリア型、
本業＋副業型、フリーエージェント型、テレワーク型等の様々な働き方が求められる
時代だ。 
昨今の日本の働き方改革も、生産性向上を目的に推進されているが（実際にはうま
く推進されていないが）、この働き方改革が根付いていくと社会人の余暇時間が確実に
増加する。その余暇時間をどう活用していくかで、社会人キャリアの強弱が決まる時
代が来るだろう。 
更には、様々な仕事や家事が自動化され、あらゆる時間コストや移動コストが下が
り、新たな余暇時間が創出される。2030 年には、第 4 次産業革命がほぼ完了され、様々
な制度や体制が変化する。そんな時代に向けて、社会人としての余暇時間を活かした
人と活かさない人の格差は今以上に広がるだろう。新たに創出された余暇時間を活か
していく為にも、私はこの現象を新たな体験価値時代の到来と定義している。正に
「MomentExperience（瞬間体験）」時代の到来だ。新たに生まれる余暇時間を、新たな
体験価値活動に費やすことで、原始的な人間としての価値を創出し、社会人としても
知的活動を活発化することが重要と考えている。 
尚、この先の項では、主に日本社会を想定し、検証していく。 
現状の余暇時間への意識はどうなっているか検証してみよう。博報堂生活総研の調
査によると、平日の余暇の過ごし方を重視している人は 11％、休日の余暇の過ごし方
を重視している人は 26％となっており、1998 年度より余暇の過ごし方を重視している
人は 8％も減少している。[博報堂生活総研,2016] このデータからも分かる通り平日・
休日等の余暇時間を意識して有意義に活用している人は案外少ない。誰もが万全と余
暇時間を過ごしている人が多いことが分かる。データを見るまでも無く、感覚知とし
ても納得感のある数値だろう。 
別の視点からも検証を進める。「レジャー白書」による余暇時間の過ごし方ランキン
グを見てみよう。1 位国内旅行、2 位外食、3 位ドライブ、4 位読書、5 位映画鑑賞の順
となっている。更に余暇市場全体の消費額は、年々微減しているという事実がある。 
[公益財団法人日本生産本部,2016] 
様々な仮説が思い浮かぶが、新たなデバイスの登場や個人の多様化により、余暇へ
の投資が減少しているのだろう。1～5 位の内容も、ここ数年大きな変化は起きていな
い。今後も、人口減少や技術革新によって、余暇への消費額の微減傾向が続く事は間
違いない。一方で 1～5 位のいずれも、体験型のレジャーである。この傾向は、更に強
まり、更に多様化していくことだけは間違いないと筆者は考えている。 
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別の視点で、年間の総労働時間の推移を見てみると年々着実に、労働時間が減少し
ている事実が顕在化している。フルタイムとパートタイムを合わせた労働者全体の年
間総実労働時間は 1990 年の 2064 時間から 2015 年には 1734 時間まで減少した。年間
で 330時間も減少している。つまり約 2週間分の労働時間が減少していることになる。
日本人は働き過ぎと言われているが、25 年間で減少傾向にあることだけは事実のよう
だ。330 時間も減少した日本の労働時間を、世界平均と比較してみよう。OECD（経済協
力開発機構）が毎年発表する国別労働時間ランキングでは、1700 時間台と減少した日
本の労働時間は、世界の中で 21 位に位置する。330 時間も減少したにも関わらず、未
だに世界では 21 位と長時間労働の傾向は否めない。まだまだ日本の労働時間は世界平
均からみても長く、生産性も低迷傾向にある。総体的に日本に限らず、世界的にも労
働時間は減少している傾向にある。 
 
 
 
図 5 年間層実労働時間の推移 [厚生労働省,2016] 
 
更に 1970 年と比べると、2004 年の年間総労働時間は、約 18％もの削減が進んでお
り、これは、日数換算する（削減された時間数を単純に 24 時間で除する）と約 17 日
の余暇時間が創出されたことになり、また、労働日数換算する（同 8 時間で除する）
と約 50 日相当、つまり 1 週間のうち約 1 日が新たに休暇となったと考えることもでき
る。[厚生労働省,2014] 実感値としては、過去の労働時間が長すぎた印象は拭えない
が、今後は更なる働き方改革と技術革新によって、労働時間は減少していき、余暇時
間が増加する流れが変わることはないだろう。松下幸之助がいち早く週休 2 日制を導
入した際に、社員に発信した言葉がある。それは、「1 日は休養、もう 1 日は教養」と
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いう言葉だ。正に社会人の「学び直し」を予言した言葉とも言える。学び続けること
の重要性を、松下幸之助は説いていたのだろう。 
第 2 章で予測した変革時代が到来した際に、果たして今までと同じ労働力やスキル
で生き残ることができるだろうか。今後、益々労働時間が減少していく中で、家族と
の時間の過ごし方にも変化が起こり、レジャーの多様化も起こるだろう。 
その様な時代において、筆者は社会人の「学び直し」の機会をもっと活発化するこ
とが必須だと痛感している。労働時間の減少に伴い、余暇時間をどの様に活用するか
で、個人スキルの格差が確実に生じる。新たな「学び直し」の時代が訪れる。体験価
値時代の到来だ。第 2 節以降で現状の社会人教育の現状を検証してみる。 
 
3-2． 社会人の教育やリカレント教育の現状と課題 
 社会人教育の現状を分析する。OECD による高等教育機関における 25 歳以上入学者
割合の国際比較のデータを検証する。25 歳以上の短期高等教育機関への入学者の割合
は、OECD 平均 37.4％に対して日本は 4.6％。学士課程への入学者の割合は、OECD 平均
16.8％に対して 2.5％、修士課程への入学者の割合は、OECD 平均 28.8％に対して 13.2％、
どの数値も低い状況だ。[OECD, OECD Education at a Glance（2016）（諸外国）及び
「平成 28 年度学校基本統計」（日本）,2016] 
 
 
 
図 6 高等教育機関における 25 歳以上入学者割合の国際比較 [OECD,2016] 
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一方で大学進学率に関しては、OECD 平均 35.9％に対して、44.1％と上回る。つまり
は、大学進学し、新卒一括採用された後の「学び直し」の機会が少ないということだ。
この状況では、日本でイノベーションは起こり辛く、変化に対応できる社会人が育ち
にくいのも納得できる。一流大学に入り、一流企業に入れば、一生安泰という概念は、
日本人に深く根付いている。労働の流動性が起きていない事もまた社会人の「学び直
し」の必然性が現出していない理由の一因だろう。 
同じく OECD のデータだが、非大学型高等教育機関への 25 歳以上の入学者の割合だ。
OECD 平均 34.6％に対して日本は 21.0％と低い。同データによる大学型高等教育機関の
25 歳以上の入学者の割合は、OECD 平均 18.1％に対して、なんと 1.9％とかなり厳しい
数値となっている。[OECD, OECD Stat Extracts.2012] 
 
 
 
図 7 25 歳以上の入学者の割合の国際比較（2012 年） [OECD Stat Extracts,2012] 
 
国際的に見ても、日本人の「学び直し」の割合は低い傾向にある。前段と同様に、
日本では積極的な社会人の「学び直し」は広がっていない事実が表出している。 
では、社会人の意識はどうなのか。職業能力開発総合大学校能力開発研究センター
のアンケートによると再教育の受講意識は、教育を受けることに興味があるも含める
と 89％と高い数値だ。つまりは意欲や意識はあるということだ。 
再教育において利用したい教育機関は、大学院 46.4％、大学（学部）19.5％、公共
職業能力施設や民間の教育訓練機関は 17.2％、専修学校や専門学校は 13.9％となって
いる。[職業能力開発総合大学校能力開発センター,2005] 
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図 8 大学卒業以上の学齢を持つ社会人アンケート 1,761 人  
[職業能力開発総合大学校能力開発センター,2005] 
 
文部科学省の直近の世論調査によるデータでも、「学び直し」をしてみたい人も含め
た数値は 49％と高い傾向になっている。[文部科学省,2015] 
では、何故「学び直し」を実際に実行しないのだろうか。社会環境や市場環境の変
化が確実に発生することが予測され、労働時間は確実に減少しており、余暇時間は確
実に増加している。そして何より「学び直し」をしてみたい意識は、決して低くない。  
最近の研究では、短期能力は年齢とともに低下する傾向だが、日常問題解決能力や
言語能力は高齢になっても発達し続けることがわかってきている。人生 100 年時代に
おいては、キャリアを更新しながら、発展し続けることが必須となる。まだまだ遅々
としてだが、社会環境・「学び直し」の環境・「学び直し」の意識と少しずつだが、変
化していかなければいけない兆しはあるように筆者は感じる。 
 社会人の「学び直し」の意欲や意識を阻害する要因を見てみよう。大学院の場合は、
「費用」「仕事の疲労」「時間」の 3 つが上げられる。更には、授業時間帯や曜日が合
わないという理由も散見される。[乾喜一郎,2016] この当たりの課題を解決していく
為の方法として、政府支援はもちろんだが、企業側の理解が追いついていないことも
要因としてあるのだろう。 
大学等の受講に対する評価は、企業の支援の有無により、評価が大きく分かれる。
支援している企業は、専門性の向上や幅広い知識の習得、やる気の向上に繋がるとし
て高評価しているが、支援していない企業は、評価は特にしないという結果が出てい
る。[労働政策研究・研修機構調査,2015] 企業規模によっても、許可条件や実績が大
きく異なるのが現状だ。小さい企業規模であればあるほど、「学び直し」がしにくい環
境となっている。企業規模によっても異なるが、社員が大学等で学ぶことを原則認め
ていない主な理由としては、「本業に支障をきたすため」という理由が圧倒的であった。 
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次に「教育内容が実践的ではなく現在の業務に活かせないため」という理由が続く。 
[文部科学省：先導的大学改革推進委託事業,2015] 学ぶ意欲があって、費用を捻出で
きたとしても、企業からの評価が得られないならば、「学び直し」の機会を失ってしま
いかねない。企業側が個人の時代の到来を予測し、社員の「学び直し」の機会を理解
し提供する仕組みや制度を構築する事が重要になるだろう。 
教育を供給する側も、企業にとって有益な情報や教育が提供できているかというこ
とも課題と感じる。旧来型の教育内容や方法で、社会人に合わせたカリキュラムの提
供ができていない可能性もあるだろう。正に、政府や企業の施策と教育提供者・個人
や利益が得られなければ、「学び直し」に必要な環境は生まれない。 
しかし、第 2 章で 2030 年を予測したように、未来は待ってはくれない。日本の状況
は悪くなるばかりだ。更なる成長を促進するには、社会人の「学び直し」の普及が絶
対にかかせない。 
 
3-3． 日本政府の社会人教育やリカレント教育への取り組み 
 3 章 1 節のデータでもあった通り、日本の社会人教育の実態は世界平均から見ると
低い数値となっている。それに対して、日本の政府も対策を打ってはいる。その取り
組みについて簡単に触れておく。 
経済産業省の 2030 年タスクフォースでは、「人的資本大国の実現」として、様々な
課題と提言を発表している。平均寿命や健康寿命の延伸に伴い、これまでよりも就業
人生が長くなる一方で、先端技術のスピードは速くなり、スキルの陳腐化も進む。企
業に属しながら 40 歳時点で将来を見据えて専門職大学院に入学し、午後は学校という
ダブルトラックの生活、10 年後を見据えたライフコースを目指すことを実現可能とす
る、と提言をしている。 
更に、クラウド・ソーシング、シェアリング・エコノミーの進展により、個人がマ
イクロビジネスを容易に行う事ができる環境を作り、働き方の変化と併せて、地域に
根差した生活を営む。研究開発投資が拡大し、大学がオープンイノベーションの拠点
となる。グローバル人材や先端技術を社会人が習得する環境整備が必須との認識だ。
人材投資の強化が核となり、人材が円滑に動く仕組みを醸成し、雇用形態等に関わら
ず、多様な働き方に中立的な税・社会保険制度への改革を進める方針を示している。 
[経済産業省,2017] 
経済産業省は「社会人の基礎力」の定義も明確にしている。前に踏み出す力、考え
抜く力、チームで働く力、の 3 つを定義しており、社会人の「学び直し」にあたって、
意識すべき課題と定義している。社会に求められる資質・能力がより拡張されるよう
になる為、更なる「学び直し」や生涯教育が重要と定義している。 [産業人材政策室, 
2017] 文部科学省も「学び直す選択肢の見える化」「大学等におけるプログラムの魅力
向上」「企業等の理解増進」の職業実践教育プログラム（仮称）認定制度の新設の必要
性を説いている。[文部科学省,2015] 
最新の政府主導による未来投資戦略（Society5.0）において、2022 年までに大学・
専門学校等の社会人受講者数を 100 万人とする KPI や 2022 年までに専門実践教育訓練
給付の対象講座数を 5,000 とする KPI が設定された。新たな高度人材や IT 人材の育成
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に本格的に取り組み始めている。人生 100 年時代に対応した「社会人の生涯学び直し」
も含めた教育・人材育成システムを再構築していく為の支援や環境整備に乗り出す。
第 4 次産業革命以後の時代に合わせた政策をやっと実現する為の一歩と言える。[日本
政府,2017] 
 
 
図 9 人材の育成・活用力の強化 [未来投資戦略/日本政府,2017] 
 
 日本政府としても今後の社会環境における「学び直し」の必然性と重要性を理解し、
様々な議論や定義をし始めている。しかし、第 2 章で詳述した様々な変革に対して、
明らかにスピード感が無い様に、筆者は実感している。これからの政策や施策が重要
となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 25 
4. 体験価値時代到来に備えた社会人教育の必要性 
 
4-1. 社会人の「学び直し」の必然性 
これまで 2030 年の未来予測をし、日本における「学び直し」の現状や課題について
検証してきた。研究を進めれば進めるほど、不確実性の高い未来において「学び直し」
の必然性を痛感している。学び続けなれば、この変革時代では生き残っていけない。
今までの時代も、学び続けた人間が発展に貢献してきたのは周知の事実だ。私の敬愛
するウォレン・ベニスも、「成人しても学びつづけること」がリーダーシップにおいて
最重要だと説いている。[ウォレン・ベニス,2008] 
しかし、これからの時代、学びの格差は更に広がり続けるだろう。そして、悲観的
な側面ではなく、どちらかというと楽観的な側面において、これからの未来を捉えて
いる。それは、今までの社会は、高等教育の時期における成果（成績）によって、そ
の後の社会人の未来が決定されることが多かった。そして、その連鎖は、親から子供
へと引き継がれていき、格差を生んできた。産まれた国や環境に大きく左右され、な
かなか逆転する機会が得られなかった。この価値観を否定する気は無いが、今後は一
生学び続ける環境や機会が多様化し、学び続けることによって、更に活躍することが
できる可能性がある。インターネットも含めた現状は、その始まりを演出するほんの
序章に過ぎない。様々な社会環境や技術革新、働き方の変化により、労働時間が減少
する。そんな時代における社会人教育、「学び直し」の必然性は、今以上に顕在化する。 
 
4-2. 社会人の「学び直し」の重要性 
今後社会環境や市場環境には、更なる変革が起こる。そこで、既に国家の一員や企
業に所属する一正社員という概念すら消失していく可能性がある。その様な未来にお
いて、個人の能力やスキル、キャリアが重要となるのは必須だろう。そして、何より
社会の環境変化により、個人の価値を高めるツールや情報のコストは、限りなく 0 に
近づいていく。個人が一つの仕事だけではなく、パラレルにキャリアを形成し、活躍
できる社会が到来する。増加する余暇時間に何をするのか、何ができるのかを真剣に
考え、取り組んだ人が輝ける社会になる。 
その為には、国家・企業・教育機関が共同し、学びの機会を提供していかなければ
ならない。学びの種類は何でもよいだろう。学術的な分野はもちろんだが、趣味の分
野でもいいだろう。個人の強みを理解し、個人の情報発信力を高め、個人の人脈を広
げることが重要となる。働く場所や時間の制限が撤廃され、個人の能力だけで生きて
いくことができる時代だ。その個人の集合体が、何らかのコミュニティを形成し、社
会を変革していく。人口問題、環境問題、社会問題、技術革新、紛争問題に対して、
個人の能力が変革し、進化していく。国家や企業は、あくまで個人の集合体だ。その
個人の能力をいかに高めていけるかが、第 4 次産業革命以後に必要な社会像だ。 
社会はますます複雑さを増し、多様になる。その様な時代においては、個人の絶え
間ない努力が社会変革を支えていく。仕事が労働という概念を超え、やるべきこと、
やりたいこと、やり続けられることに変化する社会は、人間が本来生きるべき姿や尊
厳の回復とも考えられる。その為には、社会に出て、就職して一生を終えるという世
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の中では、発展し続ける事ができない。社会人になっても、常に学び続ける姿勢と意
思を持ち、個人の能力を向上させていくことが必須となる。好むと好まざるとに関わ
らず、社会環境が変化し、技術革新が起こる時代において、人間の労働の価値が変革
していくべきである。 
この論文内では、「学び直し」と定義しているが、正に学びを常に更新し続けること
で、持続的な社会が実現できると確信している。 
社会人の労働時間は今後も減少していくだろう。つまりは余暇時間が増加していく。
社会人は、その余暇時間を有効活用していかなければならない。家族や気分転換に費
やすこともとても重要だ。しかし、それだけではなく自分が好きなこと、やるべきこ
とを見つけ、その分野の知識や技術を更新し続けることが重要となる。企業だけの人
脈に頼るだけでなく、個人の縦・横・斜めの人脈を形成し、好奇心を持って、学び続
けることが重要だ。自主的で主体的な学びにこそ、世界を変革する力がある。時間も
費用も投資し、人生の幅を広げていくことこそが重要だ。 
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5. 結び：MomentExperience（瞬間体験）な世界 
 
ここまで様々な社会環境の変化や技術革新における「学び直し」の必然性と重要性
について詳述してきた。最後に私の妄想的な仮説社会について、述べてみたい。 
朝起きて寝るまでの間、様々なセンサーやデバイスが私達に助言し、支援し、生活
をより豊かにしてくれるだろう。AI や様々なセンサーが、朝の目覚める最適な時間を
分単位で調整し、枕の買い替え時を教えてくれる。起床の数分前に自動でカーテンが
開き、その日の気温に併せた珈琲やお茶を提供してくれる。服のコーディネートも自
動化され、その日の気分に合わせた音楽が流れる。自動で朝食が作られ、自動運転の
車に乗り込んで、会社へ出勤する。時には、会社ではなく、海の見えるシェアオフィ
スに行くこともあるだろう。自分に最適化された情報や知り合いの SNS をウェアラブ
ルで確認し、仕事をする。家の家事も全て自動化され、防犯設備も高度化され、店舗
も無人化され、現金は無くなる。銀行強盗も万引きも無愛想な店員も無くなる。仕事
を終えると第 2 の仕事をすることもあるだろうし、「学び直し」の学校やコミュニティ
に参加することもあるだろう。給与とは別に、ベーシックインカムが支給され、最低
限の生きる保障を政府が行う。今まではこのような生活は、映画や小説の中でしか有
り得ない世界だった。しかし、この様な世界が現実となる時代がくる。 
そして、この様な時代が到来した時に、大切になることはなんだろうか？！それは、
正に人間であり、知であり、体験だろう。今よりも人間が作る手料理の価値が増大し、
人と会う時間の価値が重要となり、専門的な知識を持っている先生や教授に教わる価
値が高まり、本を読んで得た知識は、今まで以上の価値を持つだろう。自然を感じた
り、人間らしく生きることが求められ、より健康を意識する。人と話し、美味しい料
理を堪能し、何かしらの知について学び続ける。あらゆる価値が、自動化（ロボット
化）と人間化（原始化）に対極化され、体験価値が増大する。 
正にこれが「MomentExperience（瞬間体験）」時代だ。そんな時代にこそ、人間が、
今この瞬間を生き、脳を解放し、学ぶ。やるべき仕事を実行し、信頼できる仲間と協
力し、社会をより豊かにしていく。そんな時代がまさに訪れるだろう。死ぬまで学び
続けられる社会になることを筆者は望んでいるし、筆者も学び続けていく。 
新たな時代には、「MomentExperience（瞬間体験）」的な生き方が必須で、「Moment 
Experience（瞬間体験）」的な価値観が増大し、「MomentExperience（瞬間体験）」を体
現できる環境が生まれ、「MomentExperience（瞬間体験）」を提言し続けられる筆者で
ありたい。 
本論文で詳述した事を踏まえた上で、筆者は新規ビジネスアイデアを準備中である。
新たな体験価値時代に備えて、学び続ける独自の「MomentExperience（瞬間体験）」価
値を提供する。人生一度きりなので、「MomentExperience（瞬間体験）」を通じた「学
び直し」の機会を社会に必ず根付かせていく。 
本研究を進めるにあたり、全世界の人間とご指導頂いた卒業論文指導教員の永井猛
教授、金必中准教授、清水康客員教授に感謝致します。また、日常の議論を通じて多
くの知識や示唆を頂いたゼミ仲間の 6 名に感謝します。 
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